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GDP上位 5か国における国内生産額の
変化に関する要因分析

武　縄　卓　雄

はじめに

バブル崩壊後の 1991 年 3 月から始まった「失われた 10 年」は、

2002 年 1 月を底として終結した。しかし、2008 年にはサブプライム

ローン問題をきっかけに世界同時不況へと陥った。このようにバブル

崩壊以後、経済が低迷し改善に向かわなかったため、失われた 10 年と

2000 年代以降の経済を併せて「失われた 20 年」と呼ばれるようになっ

た。その後、2010 年に日本のGDPは中国に抜かれ世界 3位に後退し

たが、2012 年 12 月に第二次安倍内閣成立以降、経済指標は日本経済が

上向きになってきていることを示している。

本稿の目的は、そのような失われた 20 年を中心に、日本経済を世界

の先進国と比較分析することである。

まず、所得発生源である一国の国内総生産GDPと密接な関係をもつ

国内生産額に着目する。そして、その国の国内生産額に差を生じさせ

ている要因として、「技術構造の変化による部分」、「最終需要構造の変

化による部分」および「交絡項による部分」の存在を確認し、国内生

産額を変化させるそれら三つの変化要因の計算方法を整理する。次に、

1995 年から 2011 年の 16 年間を 4年ごとの 4期に分類し、それら三要

因による期毎の国別の比較を通して、日本経済の特徴を導出する。

この分析手法を 1国について応用した事例に関しては、井出（2003）

43

三
一
二



Ｇ
Ｄ
Ｐ
上
位
５
か
国
に
お
け
る
国
内
生
産
額
の
変
化
に
関
す
る
要
因
分
析
（
武
縄
）

（
五
四
一
）

および武縄（2008 および 2012）があるが、先進国との比較分析に焦点を

当てた点が本稿の新たな視点である。

1　分析の準備

1.1　分析期間と使用データ

分析期間は平成 7（1995）年から平成 23（2011）年の 16 年間である。

そして、その 16 年間を 4年ごとの 4期、つまり第 1期（1995 年～1999

年）、第 2期（1999 年～2003 年）、第 3期（2003 年～2007 年）および第 4期

（2007 年～2011 年）という 4期に分け、分析対象の期間としている。

使用データは、国際産業連関データベース（WIOD）の国別産業連関

表（1995 年～ 2011 年）である（1）。このデータは、35 部門の産業×産業

ベースで構成され、暦年ベースの名目値で 100 万ドル単位で表示され

ている。また、輸入に関しては産業毎に個別に表記する非競争輸入型

産業連関表である。

なお、分析対象国は、各年のGDPが世界の上位 5か国とした。上位

の 5か国に絞ったのは、図 1に示されているように、1995 年から 2012

年の 18 年間において、世界GDPに占める上位 20 か国のGDP合計値

が 85％から 80％と約 8割を占め、同じく上位 5か国では 60％前後から

50％前後へと構成比が低下しているものの、約 5割を占めているとい

う点に注目したためである。ただし、表 1に示されているように、常

に同一国が上位 5か国を構成しているわけではない。1995 年、1999 年、

2003 年における上位 5か国は順位の違いはあるものの同一国で構成さ

れている。しかし、2007 年と 2011 年に属する上位 5か国は異なってい

る。そこで、比較年の上位 5か国に基準年の 5か国を対応させること

にした（2）。したがって、2003 年から 2007 年の分析では 2003 年の 5位

のフランス（FRA）を 6位の中国（CHA）に替え、2007 年の 5か国と一

致させた。同様に、2007 年から 2011 年の分析では 2007 年の 5位のイ

ギリス（UBR）を 6位のフランス（FRA）に替えた。
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1.2　国内生産額の動向

分析に先立ち、GDP上位 10 か国の国内生産額の動向を概観しておく。

表 2、図 2、表 3および表 4にはアメリカUSA、中国CHA、日本 JPN、

ドイツDEU、フランスFRA、イギリスGBR、ブラジルBRA、ロシア

RUS、イタリア ITAおよびインド INDの国内生産額の時系列値に関

連する情報が示されている。これらの 10 か国は 2012 年時点のGDP上

位 10 か国である。前述したように、分析対象である 1995 年から 2011

年までの期間において同一 10 か国が上位を占めているわけではないが、

図 1　世界GDPに占める上位国のGDP構成比の推移

資料出所：IMF （2013）より作成。

表 1　GDPの世界上位 5か国

1995 1999 2003 2007 2011
1 USA USA USA USA USA
2 JPA JPA JPA JPA CHA
3 DEU DEU DEU CHA JPA
4 FRA GBR GBR DEU DEU
5 GBR FRA FRA GBR FRA
6 CHA FRA

資料：IMF （2013）より作成。
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資料の作成上、2012 年時点のGDP上位 10 か国を基準にこれらの図表

を作成した。

表 2および図 2から以下の 3点に気付く。第 1に、アメリカUSAの

国内生産額が抜きん出ている点である。1995 年の約 13 兆 4,500 億ドル

から 2011 年の約 27 兆ドルまで常に世界のトップに位置している。

第 2に、中国の躍進である。1995 年の約 1兆 9,000 億ドル（世界 8位

でアメリカの約 16％）から 2011 年には約 22 兆 2,700 億ドル（世界 2位で

アメリカの約 80％）へ急増している。また、GDPでは 2010 年に日本を

抜いて世界 2位になった中国であるが、国内生産額では 2006 年に日本

を抜いて世界 2位になり、その 5年後の 2011 年には日本の約倍の規模

にまで達している。

第 3に、2008 年から 2009 年における各国の動向である。中国以外の

9か国の国内生産額は減少している。この点は表 3に示されているよう

に、世界全体の合計生産額も約 122 兆 8,000 億ドルから約 114 兆 2,000

億ドルに減少し、7.03％の下落となっている。これは、前年の 2008 年

図 2　上位 10 か国の名目国内総生産の推移
単位：millions of US$

資料出所 ：WIOD （2013）より作成。上位 10 か国は 2012 年時点のGDP上位 10 か国に対
応させた。
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に生じたサブプライムローン問題に端を発した世界不況がいかに大き

かったかを示すと同時に、中国経済の成長力の大きさが理解できる。

また、表 3で上位 10 か国の国内生産合計額構成比を見ると，1995 年

の 70.83％から 2011 年の 64.85％へと低下しているが、ここ数年の上位

10 か国の国内生産合計額構成比は約 65％程度である。この値は、図 1

に示されているGDPに関する上位 10 か国の構成比の動向とほぼ同じ

である。同様に、上位 5か国の構成比に関してもGDPに関する上位 5

か国の構成比と同じく、ここ数年は約 50％である。

以上より、国内生産額と国内総生産GDPには相対的に安定した関係

が見られる。したがって、産業連関表に示される国内生産額の変化要

因を分析することの重要性も明らかである。ただし、生産額の推移で

見ると 5か国計、10 か国計、共に増加しているが、構成比の推移で見

ると両計共に低下している。この事実は、ROWの中の特に、新興国の

経済力と発言力の上昇を反映していると思われる。

最後に、表 4を用いて、各国の国内生産額が全体に占める割合を確

認しておく。1995 年の構成比に対する 2011 年の構成比が表 4の最下行

に示されている。それによると、アメリカ0.78、日本0.45、ドイツ0.61、

フランス 0.72、イギリス 0.82 およびイタリア 0.79 の 6 か国の構成比が

低下している。中でも、日本だけが 1995 年（17.89%）から 2011 年

（7.99%）にかけて構成比が半分以下に低下している。なお、アメリカは

この間に、24.42％から 18.99％へと低下しているが、依然として世界の

約 20％を占めている。

他方、構成比が上昇しているのは残りの中国 4.59、ブラジル 1.23、

ロシア 2.08、インド 1.93 の 4 か国である。これらの国々はBRICs 誕生

当初の 4か国である。これら 4か国が協調すると、経済面や政治面で

の発言力が今後強まっていくと思われる。なお、日本とこれらBRICs

の 4 か国とは構成比の推移に関しては相反する動きを示している（3）。
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表
4　
上
位
10
か
国
の
国
内
生
産
額
構
成
比
の
推
移

U
S
A

C
H
A

JP
N

D
E
U

F
R
A

G
B
R

B
R
A

R
U
S

IT
A

IN
D
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95
⒜
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.4
2%
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%
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.8
9%
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%

4.
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%
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%
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29
%

1.
11
%
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%

1.
32
%

19
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%

3.
93
%
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46
%
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4.
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%
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%
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%
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%

2.
46
%

1.
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%

4.
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%

1.
48
%
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.1
8%

4.
83
%

13
.8
5%

6.
41
%

4.
39
%

4.
65
%

1.
66
%

0.
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%

3.
90
%

1.
49
%

20
00

30
.1
0%

5.
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%
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.2
9%
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%
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%
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51
%

1.
48
%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%
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%

2.
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2 　分析の準備

2.1　均衡生産量の決定

ここで、本稿で使用する産業連関表の基本構造を整理する。

表 5は生産部門を二部門に単純化した一国の競争輸入型産業連関表

である。競争輸入型（competitive import type）とは、同じ部門に分類さ

れている財であれば、輸入品と国産品を同一財とみなして区別しない

分類法である。つまり、財の代替性を認めていない。その意味で、こ

の方法は経済構造の実態把握面で弱さはあるが、投入係数が安定的で

あることから経済予測や経済計画に適している。

これに対して、表 6の非競争輸入型（non-competitive import type）とは、

表 5　二部門競争輸入型産業連関表
中間需要額 最終需要額 輸入額

（控除）
国内生産額

産業 1 産業 2 国内 輸出額

中間投入額
産業 1 P1・x11 P1・x12 P1・F1 P1・E1 － P1・M1 P1・X1
産業 2 P2・x21 P2・x22 P2・F2 P2・E2 － P2・M2 P2・X2

粗付加価値額 w1・N1 w2・N2
国内生産額 P1・X1 P2・X2

Pi：i 行産業の生産物価格
xij：j 列産業の生産物を作るのに必要な i 行産業からの生産物投入量
Fi：i 行産業の生産物に対する国内最終需要量
Ei：i 行産業の生産物に対する海外からの需要量（輸出量）
Mi：i 行産業の生産物の輸入量　　　　Xj（i）：j 列（i 行）産業の生産量
粗付加価値額に関しては、賃金率をwi、雇用量をNi として単純化した。

表 6　二部門非競争輸入型産業連関表
国内産中間需要額 最終需要額 輸入額

（控除） 国内生産額
産業 1 産業 2 国内 輸出額

国内産
中間投入額

産業 1 P1・x
d
11 P1・x

d
12 P1・F

d
1 P1・E1 0 P1・X1

産業 2 P2・x
d
21 P2・x

d
22 P2・F

d
2 P2・E2 0 P2・X2

輸入額
産業 1 P1・x

m
11 P1・x

m
12 P1・F

m
1 0 －P1・M1 0

産業 2 P2・x
m
21 P2・x

m
22 P2・F

m
2 0 －P2・M2 0

粗付加価値額 w1・N1 w2・N2
国内生産額 P1・X1 P2・X2

上付け文字 dは国内、mは輸入を意味し、記号の使用法は図 3と同様である。
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同じ部門に分類されている財であっても、輸入品と国産品を同一財と

みなさず区別する分類法である。この方式は、輸入構造が明らかにさ

れる長所があるが投入係数の安定性に掛ける点がある。

本稿で使用するのは後者の非競争輸入型産業連関表である。表 6の

非競争輸入型産業連関表の上の 2行を右横方向へ読むと、次の需給均

衡式が成立する。

国内中間需要額＋国内最終需要額＋輸出額＝国内生産額

P1・x
d
11＋P1・x

d
12＋P1・F

d
1＋P1・E1 ＝ P1・X1

P2・x
d
21＋P2・x

d
22＋P2・F

d
2＋P2・E2 ＝ P2・X2

 （ 1 － 1 ）

ここで j 産業の生産物を 1円分生産するのに必要な i 産業からの投入額

を意味する投入係数 ad
ijを次のように定義する

（4）。

ad
ij≡Pi・x

d
ij／Pj・Xj

その結果、

Pi・xdij≡ ad
ij・Pj・Xj （ 1 － 2 ）

を得る。（ 1－ 1）式に（ 1－ 2）式を代入すると、（ 1－ 1）式は次のよ

うに書き改められる。

P1・ad
11・X1＋P1・ad

12・X2＋P1・F
d
1＋P1・E1 ＝ P1・X1

P2・ad
21・X1＋P2・ad

22・X2＋P2・F
d
2＋P2・E2 ＝ P2・X2

 （ 1 － 3 ）

ここで、行列とベクトルを次のように定める。

国内投入係数行列 Ad＝
ad

11 a
d

12

ad
21 a

d
22

，国内最終需要量列ベクトル F d＝
Fd1
Fd2

輸出量列ベクトル E＝
E1
E2

，国内生産量列ベクトル X R＝
X1
X2

価格行列 P＝
P1 0

0  P2

すると（ 1－ 3）式は、

P・Ad・X R＋P・F d＋P・E＝P・X R （ 1 － 4 ）

となる。これを国内生産額P・XRについて解くと、均衡産出額P・
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X Rは、

P・X R＝（I－Ad）－1・P・（Fd＋E） （ 1 － 5 ）

と得られる。（ 1－ 5）式の左辺は国内生産額ベクトルである。また、

（ 1－ 5）式の右辺第一項の（I－Ad）－1 は、生産技術構造を示す金額

ベースの国内投入係数行列 Adによって規定される逆行列係数行列であ

る。同じく右辺の残りの項P・（Fd＋E）は最終需要構造を示す最終需
要額ベクトルである。つまり、金額ベースの逆行列を最終需要額ベク

トルの左から乗じることにより、国内生産額ベクトルが得られること

を（ 1－ 5）式は示している。

ここで、（ 1－ 5）式の左辺の国内生産額ベクトルをX、技術構造を
示す右辺第一項の行列を B、最終需要額ベクトルを Fとすると（ 1 －

5）式は、

X＝ B・F （1 － 6）

となる。

2.2　変化要因分析の手順

本節ではまず、時間の経過にともない国内生産額 Xに変化をもたら

している要因として、最終需要額の変化、技術構造の変化および交絡

項の変化の三つを確認する。次に、それぞれの要因の計算法を確認する。

（ 1－ 6）式より、国内生産額Xは金額ベースでの生産技術構造を示
す技術構造行列 Bと最終需要額構造を示す最終需要額ベクトル Fで決

定されることが分かる。したがって、国内生産額Xが変化する場合、
少なくとも技術構造の変化⊿Bと最終需要額ベクトルの変化⊿Fが生

じていることは明白である。そこでまず、変化前のデータに下添え字 0、

変化後のデータに下添え字 1をつけると、（ 1－ 6）式は、

X0＝ B0・F0 （ 2 － 1 ）

X1＝ B1・F1 （ 2 － 2 ）

と書き改めることができる。ここで、

⊿X≡ X1－X0 （ 2 － 3 ）
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⊿B≡ B1－B0 （ 2 － 4 ）

⊿F≡ F1－F0 （ 2 － 5 ）

と定義すると、（ 2－ 4）式より、

B1≡ B0＋⊿B （ 2 － 6 ）

を得る。また、（ 2－ 5）式より、

F1≡ F0＋⊿F （ 2 － 7 ）

を得る。（ 2－ 6）式と（ 2－ 7）式を（ 2－ 2）式に代入すると、

X1＝ B1・F1＝（B0＋⊿B）・（F0＋⊿F） （ 2－ 8）

を得る。（ 2 － 3）式に（ 2－ 1）式と（ 2－ 8）式とを代入し整理すると、

⊿X≡ X1－X0＝（B0＋⊿B）・（F0＋⊿F）－B0・F0

＝ B0・⊿F＋⊿B・F0＋⊿B・⊿F

∴　⊿X＝ B0・⊿F＋⊿B・F0＋⊿B・⊿F （ 2 － 9 ）

を得る。

（ 2－ 9）式の左辺は国内生産額 Xの変化分、右辺はその変化分が三

つの部分で構成されていること示している。つまり、（ 2－ 9）式の右

辺第 1項は最終需要額の変化分⊿Fによって生じた国内生産額 Xの変

化分 B0・⊿F、第 2項は技術構造の変化分⊿Bによって生じた国内生

産額 Xの変化分⊿B・F0、そして第 3項は交絡項によって生じた国内

生産額 Xの変化分⊿B・⊿Fを表している（5）。

次に、（ 2－ 9）式左辺の三要因の計算手順を整理しておく。

ｉ） 　最終需要額の変化⊿Fによる国内生産額額の変化分 B0・⊿Fの

計算

最終需要額の変化によって生じる国内生産額の変化分⊿XF（＝

B0・⊿F）を、

⊿XF＝ B0・⊿F＝ B0・（F1－F0）＝ B0・F1－B0・F0

として求める。

ⅱ）　技術構造の変化分⊿Bによる国内生産額の変化分⊿B・F0の計算

技術構造の変化によって生じる国内生産額の変化分⊿XB（＝⊿B・

F0）を、
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⊿XB＝⊿B・F0＝ B1・F0－B0・F 0

として求める。

ⅲ）　交絡項による産出額の変化分⊿B・⊿Fの計算

交絡項による国内生産額の変化分⊿B・⊿Fは、ⅰ）で求めた⊿F

とⅱ）で求めた⊿Bを利用し、⊿Bの右側から⊿Fを掛け合わせる

ことで求める。

3　分析結果

3.1　国別分析

本節では、次節の分析に登場するアメリカ、中国、日本、ドイツ、

フランスおよびイギリスの 6か国に関する変動要因分析を行う。

3.1.1　アメリカUSAの変動要因分析

国内生産額は毎期増加している。しかし、第 4期の増加額は他の期

と比較するとかなり低水準である。第 4期は 2008 年のリーマンショッ

クの影響を受けたため、最終需要の増加が低く最終需要構造の変化に

よる増分が低くかった。さらに、産業技術の変化によるマイナス効果

は、その最終需要を満たすための中間投入の取引量が激減した結果と

思われる。

3.1.2　中国の変動要因分析
毎期、国内生産額の増加が拡大しているが、そのほとんどが最終需

表 3.1　変化要因の推移（アメリカ）
 millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 3,475,630 44,100 21,347 3,541,077
1999 年－2003 年 3,102,696 － 259,691 － 30,797 2,812,208
2003 年－2007 年 5,809,371 106,676 50,721 5,966,768
2007 年－2011 年 2,001,768 － 835,635 － 43,279 1,122,854

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。
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要構造の変化によってもたらされている。その変化額は、第 1期から

第 4期までの 16 年間に掛けて約 10 倍という激増をもたらしている。

この変化が、どの産業で大きいのか、どこの地域で大きいのかという

点は検証していない。今後の検討課題である。

3.1.3　日本の変動要因分析

第 1期および第 2期は「失われた 10 年」を物語っている。国内生産

額の減少は最終需要の減少と中間取引の減少による二重のマイナス効

果の結果である。産業技術変化の項目が常にマイナスではあるが、第 4

期のマイナスは改善傾向を示していると思われる。経済活動の目標の

一つは我々の生活を豊かにする源である付加価値額の増加である。し

かし、中間投入額と粗付加価値額の合計が国内生産額である関係から、

粗付加価値額を増加させることに集中し、できるだけ原材料などの中

間投入額を減らそうとすると、産業技術変化の項目がマイナス値もし

表 3.2　変化要因の推移（中国）
 millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 859,114 45,219 21,236 925,569
1999 年－2003 年 1,776,328 － 70,770 － 62,324 1,643,234
2003 年－2007 年 5,551,827 311,864 419,603 6,283,294
2007 年－2011 年 11,053,074 261,046 215,991 11,530,111

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。

表 3.3　変化要因の推移（日本）
 millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 － 1,732,894 － 89,681 25,299 － 1,797,276
1999 年－2003 年 － 220,490 － 7,448 － 2,135 － 230,072
2003 年－2007 年 679,809 － 28,858 － 5,814 645,138
2007 年－2011 年 2,856,032 － 2,756 － 9,055 2,844,222

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。
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くはほとんどゼロになってしまう。第 3期および第 4期がその状況で、

国内生産額は増加しているものの、そのほとんどが最終需要構造の変

化によるものである。

3.1.4　ドイツ、フランスおよびイギリスの変動要因分析
ドイツ、フランスおよびイギリスの 3国に共通している点は、次の 3

点である。第 1に、変化額合計が最終需要構造の変化による効果とほ

表 3.4　変化要因の推移（ドイツ）
 millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 － 555,195 2,424 1,030 － 551,741
1999 年－2003 年 610,921 － 53,222 － 3,493 554,206
2003 年－2007 年 1,947,769 － 49,466 － 28,633 1,869,670
2007 年－2011 年 617,503 － 9,116 2,861 611,248

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。

表 3.5　変化要因の推移（フランス）
 millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 － 149,357 － 48,643 3,899 － 194,101
1999 年－2003 年 625,808 23,200 6,531 655,540
2003 年－2007 年 1,515,442 － 1,048 － 2,796 1,511,598
2007 年－2011 年 421,717 － 75,298 － 5,486 340,932

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。

表 3.6　変化要因の推移（イギリス）
 millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 549,747 45,551 15,637 610,936
1999 年－2003 年 653,923 － 28,557 － 5,170 620,196
2003 年－2007 年 1,830,420 － 24,973 1,857 1,807,304
2007 年－2011 年 － 601,483 － 126,464 7,358 － 720,589

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。
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ぼ同じ点である。この点は、中国と日本にも見られる共通点でもある。

第 2の共通点は、第 3期の変化合計額が第 2期のそれと比較して 2倍

以上に増加している点である。その原因がEU諸国からの影響なのか、

それ以外なのかは検証していない。第 3の共通点は、産業技術変化に

マイナス効果が多い点で、この点は日本とも共通している。EU諸国と

の貿易が増え、国内からの中間投入が減少していることが原因として

考えられるが、この点に関する検証はしていない。

3.2　期別分析

本項では、GDP上位 5か国で構成された 4期毎の変動要因分析を行

う（6）。第 1期から第 4期の分析結果が表 3.7 から表 3.10 に示されてい

る。

表 3.7　第 1期（1995 年～ 1999 年）期間分析
 単位：millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

アメリカ 3,475,630 44,100 21,347 3,541,077
日本 － 1,732,894 － 89,681 25,299 － 1,797,276
ドイツ － 555,195 2,424 1,030 － 551,741
フランス － 149,357 － 48,643 3,899 － 194,101
イギリス 549,747 45,551 15,637 610,936
5 か国合計 1,587,931 － 46,249 67,212 1,608,894

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。

表 3.8　第 2期（1999 年～ 2003 年）期間分析
 単位：millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

アメリカ 3,102,696 － 259,691 － 30,797 2,812,208
日本 － 220,490 － 7,448 － 2,135 － 230,072
ドイツ 610,921 － 53,222 － 3,493 554,206
フランス 625,808 23,200 6,531 655,540
イギリス 653,923 － 28,557 － 5,170 620,196
5 か国合計 4,772,859 － 325,718 － 35,063 4,412,077

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。
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まず、変化額合計の欄を見ると、第 1期の日本、ドイツ、フランス

と第2期の日本の4箇所だけがマイナス値で、それ以外はプラスとなっ

ている。世界的に経済活動が上向いていると判断できるデータである。

次に、最終需要構造の変化による効果の欄を見ると、プラスの値が

変化額合計の値とほぼ同じ傾向が多く観察される。この点は、国別の

分析の際に確認した点である。どの最終需要項目がどの産業で大きな

効果を与えているかについての分析は、今後の課題としたい。

最後に、5か国の合計欄をひとまとめにした表 3.11 を見ると、変化

額合計欄に大きな特徴を確認できる。第 1期と第 2期の各合計値と第 3

期と第 4期の各合計値は、後者の方が一桁大きな値になっている。こ

の状態は、後者の 5か国の中に中国が入ってきたためである。最近の

10 年間における中国の経済成長がいかに大きいかが理解できる。これ

表 3.9　第 3期（2003 年～ 2007 年）期間分析
 単位：millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

アメリカ 5,809,371 106,676 50,721 5,966,768
日本 679,809 － 28,858 － 5,814 645,138
中国 5,551,827 311,864 419,603 6,283,294
ドイツ 1,947,769 － 49,466 － 28,633 1,869,670
イギリス 1,830,420 － 24,973 1,857 1,807,304
5 か国合計 15,819,196 315,243 437,735 16,572,174

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。

表 3.10　第 4期（2007 年～ 2011 年）期間分析
 単位：millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

アメリカ 2,001,768 － 835,635 － 43,279 1,122,854
中国 11,053,074 261,046 215,991 11,530,111
日本 2,856,032 － 2,756 － 9,055 2,844,222
ドイツ 617,503 － 9,116 2,861 611,248
フランス 421,717 － 75,298 － 5,486 340,932
5 か国合計 16,950,094 － 661,760 161,032 16,449,367

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。
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からの中国経済の動向に注意する必要がある。

むすびにかえて

本稿では、1995 年から 2011 年までの 16 年間における、GDP上位 5

か国の国内生産額を変化させる要因を考察した。使用した分析手法は

新しいものではないが、1国の国内生産額だけでなく、5か国の比較分

析をした点が新たな視点である。この分析を通じて得られた点を整理

して、結びに代えたい。

①　国内総生産GDPと国内生産額の推移は連動している。

②　国内生産額の推移に関して、上位 10 か国中、BRICSに属するブ

ラジル、ロシア、中国およびインドの 4か国だけが増加していた。

とりわけ、中国経済が急速に拡大している。その反面、所謂、先進

工業国の停滞が示された。

③　この 16 年間、5か国の国内生産額を増減させている要因の大部分

が、最終需要構造の変化による効果である。

④　「失われた 20 年」の中で日本の国内生産額は、1995 年の水準を

2010 年に回復し、16 年間では微増であった。その結果、世界に占め

る日本の国内生産額の構成比は 1995 年の 17.89％から 2011 年の

7.99％へ著しく低下した。

注釈
（ 1） World Input-Output Database の（2013a）および（2013b）を参照。

表 3.11　5 か国合計の期間分析
 単位：millions of US$

最終需要構造変化 産業技術変化 交絡項 変化額合計
Ａ：B・⊿F Ｂ：⊿B・F Ｃ：⊿B・⊿F ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

1995 年－1999 年 1,587,931 － 46,249 67,212 1,608,894
1999 年－2003 年 4,772,859 － 325,718 － 35,063 4,412,077
2003 年－2007 年 15,819,196 315,243 437,735 16,572,174
2007 年－2011 年 16,950,094 － 661,760 161,032 16,449,367

資料出所：World Input-Output Database （2013a）より作成。
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（ 2） 古い年のデータ分類を新しい年のデータ分類に統一する手法や、その
逆の手法は、比較分析を行う場合には一般に行われている。

（ 3） この動きに関する要因の一つとして人口水準が考えられる。2012 年
の人口ランキングでは、中国が 1位、インドが 2位、ブラジルが 5位、ロ
シアが 9位そして日本が 10 位である。その中でも、中国とインドの人口
は今も増加中である。一方の日本の人口は減少中である。GDPを Y、人
口をNとした時、Y＝（Y／N）×Nという分解式が成立する。この分解式
は、国内生産量をXとした場合にも、X＝（X／N）×Nと応用できる。人
口NがYや Xの決定にどれだけ影響力があるかの分析はしていないが、
人口の減少している日本のGDPや国内生産額が全世界に占める割合を低
下させている一つの要因として見逃せないと思われる。

（ 4） さらに、adij がどの部門の国内生産額Xj に対しても安定している、つ
まり、一定と仮定する、したがって、産業連関分析においては線型性の生
産関数が仮定されることになる。
なお、投入係数は数量ベースで定義されるのが一般である。つまり、aij
≡ xij／Xj と定義され、j 産業の生産物を 1単位生産するのに必要な、i 産
業の生産物の投入量を意味する。しかし、分析に使用する産業連関表は金
額ベースである。したがって、実証分析の面からは、金額ベースで投入係
数を定義する意義がある。

（ 5） なお、金額＝価格×数量である。したがって、金額の変化分は、価
格×数量の変化分、価格の変化分×数量および価格の変化分×数量の変化
分の和に分解できる。したがって、金額ベースの変化分である⊿Bと⊿F

をさらにこれら三項目に分解して分析する必要がある。しかし、この点は
今後の研究課題である。

（ 6） 表 3.7 ～表 3.10 の表側に表示されている 5か国は、分析対象期間の後
の年における、GDP上位 5か国である。例えば、第 3期（2003 年～ 2007
年）では 2007 年におけるGDP上位 5か国である。
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